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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第199期
第３四半期
連結累計期間

第200期
第３四半期
連結累計期間

第199期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 28,035 29,520 37,097

経常利益 (百万円) 3,203 3,529 3,983

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,106 2,162 2,538

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,952 2,320 2,348

純資産額 (百万円) 32,382 33,974 32,778

総資産額 (百万円) 49,900 51,857 52,270

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 184.15 188.93 221.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 64.9 65.5 62.7
 

　

回次
第199期
第３四半期
連結会計期間

第200期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 79.72 71.98
 

（注） １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

(繊維事業)

第１四半期連結会計期間において、連結子会社であるフジボウトレーディング㈱を被合併会社とし、㈱フジボウア

パレル（連結子会社）を存続会社とする吸収合併を行っております。

この結果、2019年12月31日現在では、当社グループは当社及び子会社15社により構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 
（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等により、緩やかな回復基調で推移し

ているものの、米中通商問題を巡る動向、中国経済の先行き、中東の地政学リスクなど、海外経済の不確実性によ

り、輸出が弱含むなか、製造業を中心に弱さが増してきており、依然として先行き不透明な状況が続きました。

このような経営環境の下、当フジボウグループは、現在実行中の中期経営計画『加速17-20』で、計画期間の後半

２年間を「成長の加速」ステージと位置づけ、当期においては、これまで進めてまいりました研磨材事業・化学工

業品事業での研究開発力、生産能力の強化を各事業の拡大に発現させております。また、繊維事業では、事業環境

の変化に対応するため、更なる構造改革を進めております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比1,485百万円(5.3％)増収の29,520百万円、営業利益

は315百万円(10.3％)増益の3,363百万円、経常利益は326百万円(10.2％)増益の3,529百万円となりました。これに

特別損益、法人税等を加減した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期比55百万円(2.6％)増益の

2,162百万円となりました。

 
セグメント別の業績は以下の通りであります。

 
①研磨材事業

主力の超精密加工用研磨材は、半導体デバイス用途（ＣＭＰ）等は米中貿易摩擦、日韓貿易問題など不透明な

経済環境の中、その影響も懸念されましたが、各種センサー、通信用途向けが拡大しました。ハードディスク用

途はデータセンター用が復調し、液晶ガラス用途も大型パネル向けを中心に堅調に推移しました。

この結果、売上高は前年同期比507百万円(6.1％)増収の8,806百万円、営業利益は149百万円(8.4％)増益の

1,922百万円となりました。

 
②化学工業品事業

機能化学品および医薬中間体などの受託製造は、中国における環境規制の影響や高い品質を要求される化学工

業品において、生産の日本国内回帰の傾向が続いており、農薬用、機能性材料用を中心に全ての分野で堅調に推

移し、柳井工場・武生工場ともフル稼働となりました。

この結果、売上高は前年同期比1,631百万円(19.9％)増収の9,831百万円、営業利益は381百万円(69.9％)増益の

927百万円となりました。
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③繊維事業

アンダーウエアを中心とする繊維製品は、インターネットなど新規チャネルでの販売は拡大を続けております

が、地方百貨店の減少、大手量販店における衣料品売場の縮小に加え、プライベートブランドへの転換の影響を

受け、メンズインナー定番品の販売の減少が続きました。そのため、日本国内および中国の縫製工場の縮小・撤

退を進め、コスト競争力の高いタイへの生産シフトを進めました。繊維素材では、原材料価格高止まりに対応す

るための販売価格への転嫁と、採算性の低い商材からの撤退を進めました。

この結果、売上高は前年同期比1,339百万円(14.7％)減収の7,748百万円、営業利益は361百万円(55.4％)減益の

290百万円となりました。

 
④その他

貿易事業は、中米カリブ海地域向け自動車・農業用機械などの三国間貿易が回復傾向となってきました。化成

品事業は、デジタルカメラ用部品は減少しましたが、医療機器用部品が堅調に推移し、大分工場新ラインの稼働

を開始しました。また、2018年10月１日付で連結対象となったプラスチック射出成形用金型子会社が貢献し、売

上高・利益が前年同期比で増加しました。

この結果、売上高は前年同期比685百万円(28.0％)増収の3,133百万円、営業利益は145百万円(186.7％)増益の

223百万円となりました。

 
（２）財政状態の分析

(資産)

資産合計は前連結会計年度末に比べて413百万円減少の51,857百万円となりました。

流動資産は1,288百万円減少の18,570百万円となりましたが、これは現金及び預金が減少したことなどによりま

す。固定資産は875百万円増加の33,287百万円となりましたが、これは主力の研磨材事業及び化学工業品事業にお

いて設備投資を進めたことによります。

 
(負債)

負債合計は前連結会計年度末に比べて1,609百万円減少の17,882百万円となりました。

流動負債は1,641百万円減少の10,527百万円、固定負債は32百万円増加の7,355百万円となりました。これは、

借入金や設備投資に伴う支払債務が減少したことなどによります。

 
(純資産)

純資産合計は前連結会計年度末に比べて1,196百万円増加し、33,974百万円となりました。

これは、剰余金の配当による減少が1,144百万円ありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上によ

る増加が2,162百万円あったことなどによります。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等(会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項)は次の通りであります。

 
(株式会社の支配に関する基本方針について)

①当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社は、上場会社である以上、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主

全体の意思に基づいて行われるべきであると考えております。また、当社は、当社株式の大規模買付であって

も、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、受け入れる余地もあり得ると考えておりま

す。

しかし、株式の大規模買付の中には、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。また、外部者である買収者が大規模買付を行う場合に、株主が最善の選択を行うためには、買収者の情報を

把握したうえで、大規模買付が当社の企業価値や株主共同の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、そのよう

な情報が明らかにされないまま大規模買付が行われると、当社の企業価値・株主共同の利益が害される可能性が

あります。

当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大規模買付を行う者は、当社の財務および事

業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付に対しては、必要かつ相当な

対抗措置をとることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

 
②基本方針の実現に資する取組みの内容の概要

ア．企業価値向上のための取組み

当社は、企業価値の向上に向けた取組みとして、2017年度を初年度とし2020年度を最終年度とする、４か年

の中期経営計画『加速17-20』を策定しております。本計画期間を、これまでの中期経営計画『変身06-10』(事

業ポートフォリオの再構築)、『突破11-13』(成長軌道へのテイクオフ)、『邁進14-16』(本格的業容拡大）に

引き続く、当社グループのありたい姿である「有機材料技術で未来を拓く、高付加価値創造企業」の実現に向

けた、スピード感を持った事業推進により企業価値拡大を文字通り「加速」する期間と位置づけ、より一層の

企業価値向上に取り組んでまいります。

本中期経営計画においては、重点３事業（研磨材事業、化学工業品事業、繊維事業）の成長加速を基本方針

とし、①収益性の高い研磨材・化学工業品事業の積極的な拡大、②繊維事業の構造改革による収益力向上と反

転攻勢、③成長加速に向けてのホールディングス機能の強化を推進し、ありたい姿の実現に向けて、各事業の

成長を加速してまいります。

 

イ．コーポレート・ガバナンスについて

当社は、取締役８名中３名が、当社が独自に定める独立性基準を満たす社外取締役（独立社外取締役)であ

り、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。そのため、独立社

外取締役が取締役総数の３分の１以上を占め、独立性の高い取締役会により経営監督機能が発揮される体制と

なっております。また、各取締役の経営責任を明確にするため、当社の取締役の任期は１年間としておりま

す。

監査役会は、経営の公正性・健全性・透明性をより高めるため、社外監査役３名を含む４名の監査役で構成

されており、社外監査役は、専門的かつ客観的、第三者的立場から監査しております。
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③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

当社は、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を

導入しております。本プランは、対抗措置の実施または不実施等が所定の期間内に最終的に決定されるまで、当

社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付け等（以下「大規模買付行為」

といいます。）を行うことができないものとするものです。

本プランでは、大規模買付行為を行いまたは行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）に対し、

大規模買付行為についての評価・検討等のために必要かつ十分な情報の提供を求めます。独立委員会（当社の定

める独立性基準を満たす当社社外取締役または社外監査役の中から取締役会によって選定された委員３名以上に

より構成）は、大規模買付者および当社取締役会から提供された情報・資料等に基づき、大規模買付者の買付内

容等の検討等を行い、当社取締役会に対し、対抗措置の実施または不実施等に関する勧告を行います。当社取締

役会は、当該勧告を最大限尊重して、所要の措置を取ります。

本プランにおける対抗措置は、原則として新株予約権の無償割当てであり、対抗措置としての効果を勘案した

新株予約権の行使条件および取得条項等を定めることがあります。

本プランの詳細につきましては、当社ホームページ（https://www.fujibo.co.jp/）上の2017年５月12日付けプ

レスリリース「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続のお知らせ」をご参照くださ

い。

 
④上記②の取組みについての当社取締役会の判断

上記②の取組みの実施を通じて、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させ、それを当社の株式の価値に適

正に反映させていくことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうおそれのある当社株式の大規

模買付は困難になるものと考えられます。

したがって、上記②の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、

また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 
⑤上記③の取組みについての当社取締役会の判断

ア．買収防衛策に関する指針の要件を完全に充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は

向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事

前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しております。また、2008年６月30日に

企業価値研究会が発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の趣旨を踏まえた内容に

なっており、合理性を有するものであります。

 
イ．株主意思を重視するものであること

2017年６月29日開催の定時株主総会において承認された本プランの有効期間は2020年６月開催予定の定時株

主総会の終結の時までであり、以後、その延長については、３年ごとの定時株主総会での承認を条件としてお

り、当該承認を得られなかった場合には、本プランは速やかに廃止されます。

本プランは、大規模買付者が本プランに定められる手続を遵守する場合に対抗措置を実施するためには、独

立委員会が、対抗措置実施の要件に明らかに該当すると認めるときを除き、必ず、対抗措置実施の是非につい

ての株主意思確認総会を開催することとし、これによって、株主の意思を直接確認することとしております。

本プランは取締役会の決議によって廃止することができます。当社取締役の任期は１年間であり、有効期間

中でも毎年の取締役選任手続を通じて本プランの継続、廃止または変更の是非の判断に当社株主の意思を反映

させることができます。
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ウ．独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主のために本プランの運用に際しての実質的な判断を客観

的に行う機関として、独立委員会を設置しております。

独立委員会によって、当社取締役会が恣意的に本プランの運用を行うことのないよう、厳しく監視するとと

もに、同委員会の判断の概要については株主に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同

の利益に適うように本プランの透明な運用が行われる仕組みが確保されております。

 
エ．合理的な客観的実施要件の設定

本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ実施されないように設定され

ており、当社取締役会による恣意的な実施を防止するための仕組みを確保しております。

 
オ．第三者専門家の意見の取得

独立委員会は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した第三者の助言を得ることができる

こととされております。これにより、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保される仕組みと

なっております。

 
カ．デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、取締役会の決議により廃止することができ、当社の株券等を大量に買い付けた者が、当社株主

総会で取締役を指名し、かかる取締役で構成される取締役会の決議により、本プランを廃止することが可能な

仕組みとなっております。

したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、実

施を阻止できない買収防衛策）ではなく、また、当社は期差任期制を採用していないため、スローハンド型買

収防衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その実施を阻止するのに時間を要する

買収防衛策）でもありません。

 
以上のとおり、上記③の取組みは上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではな

く、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

 
（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は932百万円であります。

 
（５）従業員数

当第３四半期連結累計期間において、繊維事業の構造改革に伴い、従業員数が107人減少しております。

なお、従業員数は就業人員数（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ

ループへの出向者を含む）であります。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2020年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,720,000 11,720,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
　100株であります。

計 11,720,000 11,720,000 ― ―
 

 
（２）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2019年12月31日 ― 11,720,000 ― 6,673 ― 1,273
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

2019年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 272,800

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,392,000
 

113,920 ―

単元未満株式 普通株式 55,200
 

― ―

発行済株式総数 11,720,000 ― ―

総株主の議決権 ― 113,920 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が「株式数(株)」に200株、

「議決権の数(個)」に２個含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株主名簿上は当社の子会社柳井化学工業㈱名義となってお

りますが、実質的には所有していない株式が「株式数(株)」に100株、「議決権の数(個)」に１個含まれて

おります。

 

② 【自己株式等】

2019年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
富士紡ホールディングス㈱

東京都中央区日本橋
人形町１－18－12

272,800 ― 272,800 2.33

計 ― 272,800 ― 272,800 2.33
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 4,895 3,466

  受取手形及び売掛金 ※  9,369 ※  9,410

  商品及び製品 2,191 1,660

  仕掛品 1,924 2,414

  原材料及び貯蔵品 1,118 1,202

  その他 376 445

  貸倒引当金 △17 △30

  流動資産合計 19,858 18,570

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,903 6,802

   機械装置及び運搬具（純額） 5,721 5,456

   土地 13,912 13,921

   その他（純額） 2,588 3,713

   有形固定資産合計 29,126 29,893

  無形固定資産 828 765

  投資その他の資産   

   その他 2,456 2,670

   貸倒引当金 △0 △42

   投資その他の資産合計 2,456 2,627

  固定資産合計 32,411 33,287

 資産合計 52,270 51,857
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※  3,576 ※  3,896

  電子記録債務 1,040 1,061

  短期借入金 1,879 1,137

  未払法人税等 581 375

  引当金 692 369

  その他 ※  4,397 ※  3,685

  流動負債合計 12,168 10,527

 固定負債   

  長期借入金 426 298

  退職給付に係る負債 4,860 4,857

  資産除去債務 307 308

  その他 1,728 1,890

  固定負債合計 7,323 7,355

 負債合計 19,492 17,882

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 6,673 6,673

  資本剰余金 2,174 2,176

  利益剰余金 22,455 23,473

  自己株式 △573 △555

  株主資本合計 30,729 31,767

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 550 674

  繰延ヘッジ損益 △6 2

  土地再評価差額金 1,270 1,270

  為替換算調整勘定 238 236

  退職給付に係る調整累計額 △3 23

  その他の包括利益累計額合計 2,048 2,206

 非支配株主持分 0 0

 純資産合計 32,778 33,974

負債純資産合計 52,270 51,857
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

売上高 28,035 29,520

売上原価 18,506 19,651

売上総利益 9,529 9,869

販売費及び一般管理費 6,481 6,506

営業利益 3,048 3,363

営業外収益   

 受取利息 4 1

 受取配当金 44 48

 固定資産賃貸料 186 200

 その他 28 26

 営業外収益合計 264 278

営業外費用   

 支払利息 8 11

 固定資産賃貸費用 49 46

 コミットメントフィー 25 24

 その他 24 28

 営業外費用合計 108 111

経常利益 3,203 3,529

特別利益   

 固定資産売却益 ― 0

 投資有価証券売却益 ― 0

 特別利益合計 ― 1

特別損失   

 固定資産処分損 50 116

 減損損失 8 6

 構造改革費用 ― 99

 その他 1 9

 特別損失合計 61 231

税金等調整前四半期純利益 3,142 3,299

法人税、住民税及び事業税 866 976

法人税等調整額 169 161

法人税等合計 1,035 1,137

四半期純利益 2,106 2,162

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失(△)

0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,106 2,162
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

四半期純利益 2,106 2,162

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △172 124

 繰延ヘッジ損益 7 8

 為替換算調整勘定 △16 △2

 退職給付に係る調整額 27 27

 その他の包括利益合計 △154 158

四半期包括利益 1,952 2,320

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,952 2,320

 非支配株主に係る四半期包括利益 0 0
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第３四半期連結累計期間

（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

連結の範囲の重要な変更
　第１四半期連結会計期間において、連結子会社であったフジボウトレーディング㈱は、㈱フジボウアパレル（連結
子会社）を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第３四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日 　至　2019年12月31日)

原価差異の繰延処理
　定期的な修繕が特定の四半期に行われるために発生する原価差異は、予定原価が年間を基礎に設定されており、原
価計算期間末までに解消が見込まれるため、当該原価差異を繰り延べて処理する方法を採用しております。

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※　期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

受取手形 140百万円 102百万円

支払手形 80 64

その他流動負債
（設備関係支払手形）

42 27
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次の通りであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

減価償却費 1,510百万円 1,699百万円

のれんの償却額 12 36
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日
定時株主総会

普通株式 1,143 100 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

2018年10月31日
取締役会

普通株式 571 50 2018年９月30日 2018年12月５日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 571 50 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金

2019年10月31日
取締役会

普通株式 572 50 2019年９月30日 2019年12月４日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報
　

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

研磨材
事業

化学
工業品
事業

繊維事業 計

売上高         

  外部顧客への売上高 8,298 8,200 9,088 25,587 2,448 28,035 ― 28,035

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

7 ― 0 8 0 9 △9 ―

計 8,306 8,200 9,089 25,596 2,448 28,044 △9 28,035

セグメント利益 1,772 546 651 2,970 77 3,048 △0 3,048
 

（注） １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車関連事業、化成品事業及

び精製事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去が含まれております。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「その他」セグメントにおいて、㈱東京金型を完全子会社化し、連結の範囲に含めております。

なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間において489百万円であります。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報
　

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

研磨材
事業

化学
工業品
事業

繊維事業 計

売上高         

  外部顧客への売上高 8,806 9,831 7,748 26,386 3,133 29,520 ― 29,520

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

6 ― ― 6 0 6 △6 ―

計 8,812 9,831 7,748 26,393 3,134 29,527 △6 29,520

セグメント利益 1,922 927 290 3,140 223 3,364 △0 3,363
 

（注） １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、自動車関連事業、化成品事業及

び精製事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額には、セグメント間取引消去が含まれております。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
至　2019年12月31日)

１株当たり四半期純利益 184.15円 188.93円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円)  2,106 2,162

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

2,106 2,162

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,438 11,443
 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

第200期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）中間配当について、2019年10月31日開催の取締役会において、

2019年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、次の通り中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 572百万円

②　１株当たりの金額 50円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2019年12月４日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年２月13日

富士紡ホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

 

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 湯浅　信好 ㊞

 

 

指定有限責任社員
業務執行社員  公認会計士 千足　幸男 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士紡ホール

ディングス株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2019年10月１

日から2019年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士紡ホールディングス株式会社及び連結子会社の2019年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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